
令和7年度

南風原町国民健康保険特別会計予算書

沖縄県島尻郡南風原町



議案第21号

令和7年度南風原町国民健康保険特別会計予算

令和 7年度南風原町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,336,726千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(一時借入金)

第 2 条地方自治法第235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 2,500,000千円と定める。

(歳出予算の流用)

第 3 条地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

(1)保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

令和7年3月4日 提出

南風原町長 赤 嶺 正 之



(歳入)

1.国民健康保険税

3.使用料及び手数料

4.国庫支出金

5.県支出金

款

9.財産収入

10.繰入金

H.繰越金

12.諸収入

第1表歳入歳出予算

14.市町村債

1.国民健康保険税

1.手数料

2.国庫補助金

2.県補助金

3.財政安定化基金支出金

1.財産運用収入

1.他会計繰入金

1.繰越金

1.延滞金、加算金及び過料

4.雑入

2.財政安定化基金貸付金

合計

項

歳 入

金

(単位:千円)

額

フフフ,565

フフフ,565

618

618

3,047,467

3,047,466

413,037

413,037

98,035

2,322

95,713

4,336,726

ー
ー

ー
ー
ー

ー
ー

ー
ー



歳出)

総務費

2.保険給付費

款

3.国民健康保険事業費納付金

5.財政安定化基金拠出金

6.保健事業費

フ.基金積立金

8.公債費

総務管理費

徴税費

運営協議会費

9.諸支出金

10.前年度繰上充用金

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭諸費

傷病諸費

項

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

1.財政安定化基金拠出金

特定健康診査等事業費

保健事業費

1.基金積立金

金

(単位:千円)

額

115,974

91,572

24,253

149

2,960,701

2,508,453

430,097

21,009

1,140

1,189,142

842,502

260,895

85,745

1.公債費

1.償還金及び還付加算金

66,917

54,749

12,168

453

453

3,036

3,036

ー
ー

ー
ー
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(歳出)

Ⅱ.予備費

款

歳

1.前年度繰上充用金

1.予備費

合計出

項 金

(単位:千円)

額

500

500

4,336,726



予算に関する説明

1 歳入歳出

( 1 )

( 2 )

( 3 )

予算事項別明細書

括

入

出

給与費明細

書

書

総
歳
歳



総 括

(歳入

1.国民健康保険税

3.使用料及び手数料

4.国庫支出金

5.県支出金

9.財産収入

10.繰入金

Ⅱ.繰越金

12.諸収入

14.市町村債

款

歳入歳出予算事項別明細書(総括)

歳 入

本年度予

・十

算額

フフフ,565

618

^

月1」

3,047,467

年度予算額

739,893

600

82

3,031,212

413,037

98,035

4,336,726

比

(単位

較

389,046

千円)

144,57フ

37 672

18

△81

16,255

0

23,991

0

4,305,413

△46,542

0

31 313合

1



(歳出)

1.総務費

2.保険給付費

3.国民健康保険事業費納付金

5.財政安定化基金拠出金

6.保健事業費

フ.基金積立金

8.公債費

9.諸支出金

10.前年度繰上充用金

Ⅱ.予備費

款 本年度予算額前年度予算額

歳

115,974

2,960,701

,189,142

出

114,241

2,886,422

1,236,447

66,917

・十

比較

453

3,036

1,733

74,279

△47,305

0

64,229

4,336,726

国県支出金

25,868

2,855,735

120,126

500

532

本年度予算額の財源内訳

特定財源

地方債

3,039

2,688

0

4,305,413

500

△79

△3

45,738

0

0

0

(単位:千円)

31,313

その他

0

0

0

0

0

0

14,000

297,166

0

618

3,047,468

一般財源

0

0

0

0

0

89,488

90,966

フ71,850

0

0

0

0

0

0

0

21,179

0

0

0

311,785

0

453

3,036

97フ,473

500

合



2.歳 入

目

般被保険者国民健康保f
税

1款 国民健康保険税

本年度

フフフ,560

2 退職

険税

前年度

739,888

保険者等国民健康イ

比較

37,672

1項国民健康保険税
Ⅱ

区分
1.医療給付費分現年,

税分

2.後期高齢者支金ノ

現年課税分

3.ノ護納付金分現年,
税分

4.医療給付費分滞納

越分

5.後期高齢者援金ノ
滞納繰越分

6.介護納付金分滞納
越分

0 4.医療給付費分滞納

越分

5.後期高齢者支援金分
滞納繰越分

6.ノ護納付金分滞納
越分

1款国民健康保険税

計

説
金額
535,380 一般ネ保険者国民健康保険税

168,309 後期高齢者支援金分現年課税分

51,75フノ護納付金分現年課税分

15,495 一般被保険者国民健康保険税

4,799後期高齢者援金分滞納繰越分

1,820介護納付金分滞納繰越分

3退職被保険者等国民健康保険税

1後期高齢者支援金分滞納繰越分

1介護納付金分滞納繰越分

1項

フフフ,565

国民健康保険税

739,893

明

37,672

(単位:千円)

535,380

168,309

51,757

15,495

4,799

1,820

3



2.歳

目

総務手数料

督促手数料

入

3款 使用料及び手数料

本年度前年度

9

609

6

594

比較

1 項手数料

区分
1.証明手数料

1.督促手数料

9

609

Π

3 款使用料及び手数料 1項手数料

・十

説
額

9国民健康保険税納税証明手数料

609 国民健康保険税督促手数料

618 600

明

(単位:千円)

1
2

3
巧



2.歳

目

社会保障・税番号制度シ

テム整備費等補助金

Ⅱ

入

4款 国庫支出金

本年度 前年度

82

比較

△81

2 項国庫補助金

Π

区分
1.社会保1 ・税番号制

度システム整備費
補助金

4 款国庫支出金 2 項国庫補助金

斗

金額
説 明

1社会保障・税番号制度システム整備費等補助金

△81

(単位:千円)



2.歳

目

保険給付費等交付金

入

2

5款 県支出金

本年度

3,046,371

3 国庫負担金減額措置対策

補助金

前年度

3,030,711

1,095

比較

15,660

2 項県補助金

Ⅱ

区ノ

1.保険給付費等交付

(普通交付金)

2.保険給付費等交付

(特別交付金)

500 595

5 款県支出金 2 項県補助金

国庫負扣金減額措

対策費補助金

・十

金額
2,855,735 保険給付費等交付金(普通交付金)

190,636 特別調整交付金(市町村向け)

県繰入金(2号)

特定健康診査等負担金

特別交付金(努力支援交付金分)

1,095 こども医療費助成現物給付支援事業補助金

3,047,466 3,031,211

明

16,255

(単位:千円)

2,855,735

100,659

49,136

11,276

29,565

1,095

説



2.歳

目

財政安定化基金交付金

入

5款 県支出金

本年度 前年度 比較

3 項財政安定化基金支出金

区分 金額
0 1.財政定化基金交イ、

金

県支出金 3 項財政安定化基金支出金

1財政安定化基金交付金

説 明

(単位:千円)



2.歳

目

利子及び配当金

入

9款 財産収入

本年度 前年度 比較

1 項財産運用収入

Ⅱ

区ノ

準備基金収入0

9 款財産収入 1項財産運用収入

斗

金額
1保険給付準備基金利子

説 明

(単位:千円)



2.歳 入

目

般会計繰入金

10 款 繰入金

本年度

413,037

前年度

389,046

比較

23,991

1 項他会計繰入金

Ⅱ

区ノ

1.保険基盤安定繰入

(保険税軽減分)
2.職員給与費等繰入

3.出産育児一時金繰
金

4.財政安定化支援事

繰入金

5.その他一般会計繰

金

フ.保険基盤安定繰入

q呆険者支援分)

8.未就学児均等割保

税繰入金

9.産前産後保険税繰

10 款繰入金 1項他会計繰入金

計

金額
170,816 保険基盤安定繰入金

101,870 職員給与費等繰入金

14,000 出産育児一時金繰入金

37,528財政安定化支援事業繰入金

1その他一般会計繰入金

84,076 保険基盤安定繰入金 q呆険者支援分)

3,245未就学児均等割保険税繰入金

1,501産前産後保険税繰入金

413,037

説 明

(保険税軽減分)

389,046 23,991

(単位:千円)

170,816

101,870

14,000

37,528

84,076

3,245

1,501



2.歳

目

その他の繰越金

入

2

Ⅱ款 繰越金

本年度 前年度 比較

1 項繰越金

打

区分
その他の繰越金0

Ⅱ款

毛十

繰越金 1項繰越金

金額
1前年度繰越金

説 明

(単位:千円)



2.歳

目

般被保険者延滞金

退職被保険者等延滞金

入

12 款 諸収入

本年度

2,321

前年度

2,217

比較

1 項延滞金、加算金及び過料

"

区分 金額
般被保険者延滞 2,321国民健康保険税延滞金

退職被保険者等延' 1国民健康保険税延滞金
金

104

0

12 款諸収入 1項延滞金、加算金及び過料

斗 2,322

説

2,218

明

(単位:千円)

2,3211
2



2.歳 入

目

般被保険者第三者納付

姶款

3.一般被保険者返納金

諸収入

本年度

3,855

5.貸付金元利収入

6.雑入

前年度

4,834

フ.歳入欠陥補填収入

6,953

4 項雑入

Ⅱ

区ノ

1.一般保険者第三

納付金(現年度分)
2.一般保険者第三

納付金(滞納繰越分

1,722 1.一般被保険者返納

2.一般被保険者返納

(滞納繰越分)

0 1.高額療養費貸付金

入(現年分)

2.高額療養費貸付金

入(滞納繰越分)

3.出産費貸付金収入

0 1.雑入

比較

△979

2,002

5,231

2,002

1,630

81,273

12 款諸収入 4 項雑入

1,630

・十

金

128,662

説
額
2,146 交通事故等納付金(現年度分)

1,709 交通事故等納付金(滞納繰越分)

△47,389

6,000 保険給付費返納金

953保険給付費返納金(滞納繰越分)

2,000 高額療養費貸付金収入

1高額療養費貸付金収入(滞納繰越分)

1出産費貸付金収入

1,630 雑入

出産育児一時金返納金

不正及び不当利得徴収金(滞納繰越分)
不正利得加算金(滞納繰越分)

81,273 歳入欠陥補填収入

95,713

1.歳入欠陥填収入

142,359

明

△46,646

(単位:千円)

2,146

1,709

6,000

953

2,000

1,165

463

81,273

ー
ー
ー



2.歳

目

財政安定化基金貸付金

入

14 款 市町村債

本年度 前年度 比較

2 項財政安定化基金貸付金

Ⅱ

区ノ 金額
0 財政安定化基金貸イ、

金

14 款

計

市町村債 2 項財政安定化基金貸付金

説 明

(単位:千円)



3.歳 出

目

般管理費

1款総務費

本年度

87,140

前年度

90,019

比較

△2,879

年
特

国県支
10,897

疋

地方債

の

1項総務管理費

源

その他
6180

1款総務費 1項総務管理費

,、

般財源

75,625

区分

報酬

訂

給料

職員手当

等

金額

8,058 会計年度任用職員報酬
点検職員)

30,512 一般職員給料

24,856 扶養手当

管理職手当

特殊勤務手当

通勤手当

住居手当

般職員期末手当

児童手当

総合事務組合退職手当負担金

3,967

勤勉手当 5,730

時問外勤務及び休日勤務手当

1,312

会計年度任用職員期末手当(レセ
プト点検職員) 1,679

会計年度任用職員勤勉手当(レセ

プト点検職員) 1,4H

管理職員特別勤務手当 12

12,276 沖縄県市町村職員共済組合負担金
11,034

沖縄県市町村職員互助会負担金
153

地方公務員災害補償基金負担金

説

(単位:千円)

明

(レセプト

8,058

30,512

1,224

564

289

195

672

6,821

980

4.共済費

51

社会保険料(会計年度任用職員職
員) 1,038

125会計年度任用職員費用弁償 125

386 消耗品費 122

旅費

需用費

2
3

8
W



3.歳 出

目

1款

本年度

総務費

前年度 比較
本

特
国県支出金

の

疋

地方債

2 連合会負担
金

運営負担金

1 項総務管理費

源

般財源
、、

その他

3 369 18

1款総務費 1項総務管理費

4,063

369

4,072

区分

役務費

委託料

Ⅱ

Ⅱ

307

12

金額

印刷製本費 264

930 通信運搬費 929

手数料

6,569 国保連合会一般事務電算化共同処
理手数料

療養費審査業務委託料

国民健康保険被保険者証作成業務
委託料

国保連合会特別事務電算化共同処
理手数料

第三者行為求償事務手数料
国民健康保険システム改修委託料
国保情報集約システム手数料

2庁用備品購入費

備品購入費

1,424 国保事業報告支援システム等運用

負担金 302

国民健康保険システム改修負扣金

国保基盤システム運用管理負扣金

1,121

2,001 高額療養費貸付金 2,000

出産費貸付金

1 般会計繰出金

4,063 般負担金 2,684

広報共同事業負担金 1,379

369 オンライン資格確認・中間サーバ

一負担金 369

説

(単位

明

17 備品購入

費

負担金、

補助及び

交付金

18

千円)

20

4,063

貸付金

繰出金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

ー
ー

ー
ー7

8
2
1



3.歳 出

目

1款

本年度

総務費

前年度 比較
本

特
国県支出金

の

地方債

1項 総務管理費
、

般財源
.、

その他

1款総務費 1項総務管理費

80,05791,572

区分

94,398

Ⅱ

金額

△2,826 10,897

説

(単位

明

千円)

618計



3.歳 出

目

賦課徴収費

1款

本年度

9,282

総務費

前年度

5,722

2 保険税収納

率向上特別

対策事業費

比較

3,560

14,971

国県支

13,972

二又

疋

地方イ

の

2 項徴税費

999

0

.、

14,971

その他

1款

・十

総務費

.、

0

般財源

9,282

0

24,253

2 項徴税費

区分

需用費

役務費

10

0

19,694

Ⅱ

金額

12

0

委託料

報酬

職員手当

等

4,559

124 消耗品費 25

印刷製本費 99

フ,194 通信運搬費 2,134

手数料 579

窓口収納手数料 4,481

1,964納税通知書等作成及び封入封減委
託業務委託料

10,644 会計年度任用職員報酬(国民健康
保険税納付指導員) 10,644

4,081会計年度任用職員期末手当(国民
健康保険税納付指導員) 2,218

会計年度任用職員勤勉手当(国民
健康保険税納付指導員) 1,863

149会計年度任用職員費用弁償 149

20 消耗品費 20

72通信運搬費

5駐車場借料

高速自動車道使用料

3

14,971

説

(単位

明

9,282

旅費

需用費

役務費

使用料及

び賃借料

千円)

2
 
2
 
3

7

訳

金
0

8
W
Ⅱ
玲



3.歳 出

目

運営協議会

費

1款

本年度

149

総務費

前年度

149

比較
本

国県支出金
00

の

地方債

'又.

疋

3項

源

その他

運営協議会費
訳

般財源

0 1490

1款

計

総務費

(単位:千円)

明

議会委員報酬

127

22

3 項運営協議会費

149

区分

報酬

旅費

Ⅱ

8

149

金額
説

127 国民健康保険運営

22 費用弁償



3.歳

目

1.一般被保険

者療養給付

費

3.般被保険

者療養費

5.審査支払手

数料

出

2 款保険給付費

本年度前年度

2,483,911 2,436,906

17,122

フ,420

比較

47,005

13,875

本
、

国支出金
2,420,017

フ,288

3,247 17,122

の

地方債

^

疋

16,682

1項

源
その他

療養諸費

a尺,、

般財源

0 63,8940

2 款保険給付費 1項療養諸費

,十

フ,420 レセプト電処理システム委託料
般分レセプト

71,7542,508,453

0

区分

18.負担金、

補助及び

交付金

18.負担金、

補助及び

交付金

12.委託料0

2,458,069

440

Π

フ,420

金額

2,483,911

(単位:千円)

説 明

般被保険者療養給付費

2,483,911

般被保険者療養費 17,122

50,384 2,436,699



3.歳 出

目

一般被保険

者高額療養

費

一般被保険

者高額介護
合算療養費

2款

本年度

429,902

3

保険給付費

前年度

408,099

195

比較

21,803

195

年

国県支出金
418,844

の

地方債

^

疋

2項 高額療養費
"、

般財源

0 11,0580

,、

その他

2款

・十

保険給付費

千円)

11,062430,097

0

区分

18.負担金、

補助及び
交付金

18.負担金、

補助及び
交付金

2項

408,294

高額療養費

Ⅱ

4

金額

429,902

(単位

説 明

般被保険者高額療養費

21,803 419,035

195

429,902

般被保険高額介護合療養費
195



3.歳 出

目

般ネ保険

者移送費

2款

本年度

保険給付費

前年度 比較
、年

匝県支出金
0

の

疋

地方債

3 項移送費
、

源

その他

斗

2 款保険給付費 3 項

0

千円)

0

般財源

0

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

移送費

金額
説

般被保険者移送費

(単位

明

訳



3.歳 出

目

出産育児

時金

支払手数料

2款

本年度

21,000

3

保険給付費

前年度

18,904

9

比較

2,096

年

国県支出金
0

13 △4

の

疋

地方債

'又.

4項

源

その他
14,000

0

出産育児諸費

訳,、

般財源

フ,0000

2 款保険給付費 4 項出産育児諸費

計 フ,00921,009

0

区分

負担金、

補助及び

交付金

委託料

18

Ⅱ

18,917

9 12

金額

21,000 出産月児

2,092

説

時金

9支払業務委託料

(単位

明

千円)

21,000

14,000



3.歳 出

目

葬祭費

2款

本年度

1,140

保険給付費

前年度

1,140

比較
本

国県支出金
00

の

疋

地方債

5項

源

その他

葬祭諸費

訳、

般財源

0 1,1400

2 款保険給付費 5 項葬祭諸費

斗

1,140

1,1401,140

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

Π

1,140

金額

1,140

説

祭費補助金

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

傷病手当金

2款

本年度

保険給付費

前年度 比較
本

国県支出金
00

の

地方債

^

疋

6項

源
その他

傷病諸費
、、

般財源

0

2 款保険給付費

三十

0

6項

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

傷病諸費

Ⅱ

金額

1傷病手当金

説

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

般被保険

者医療給付

費分

3款

本年度

842,502

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

872,512 △30,010

年
特

国県支出金
85,109

の

疋

地方債

'又.

1項医療給付費分

源 訳

その他一§又財源
210,541 546,8520

3 款国民健康保険事業費納付金

・十 842,502

区分

負担金、

補助及び
交付金

18

872,512

Ⅱ

金額

842,502

1項

△30,010

(単位:千円)

税 明

般被保険者医療給付費分

842,502

医療給付費分

85,109 210,541 546,852



3.歳 出

目

般被保険

者後期高齢

者支援金等

/J

3款

本年度

260,895

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

273,399 △12,504

本
特

国県支出金
26,355

の

疋

地方債

二又.

2 項後期高齢者支援金等分
源

源
般財源 区分

その他
65,198 169,342 18.負担金、

補助及び

交付金

0

3 款国民健康保険事業費納付金 2 項後期高齢者支援金等分

斗 260,895 273,399

"

金額

260,895

△12,504

(単位:千円)

説 明

般被保険者後期高齢者支援金等
260,895/J

26,355 65,198 169,342



3.歳 出

目

ノ護納付金

刀

3款

本年度

85,745

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

△4,79190,536

年
特

国県支出金
8,662

の

正

地方債

'又.

3 項介護納付金分
源 訳

その他一§又財源
21,427 55,6560

3 款国民健康保険事業費納付金 3 項介護納付金分

三十 85,745

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

90,536

説
金額

85,745 介護納付金分

△4,791 8,662

(単位

明

千円)

85,745

21,427 55,656



3.歳 出

目

財政安定化
基金拠出金

5款

本年度

財政安定化基金拠出金

前年度 比較
年

国県支出金
0

の

地方債

'又.

疋

1項

源

その他

財政安定化基金拠出金
訳.、

般財源 区分

0 18.負扣金、0

補助及び

交付金

0

5 款財政安定化基金拠出金 1項財政安定化基金拠出金

・十

千円)
"

金額

(単位

説 明

1財政安定化基金拠出金

0



3.歳 出

目

特定健康診

査等事業費

6款

本年度

保健事業費

前年度

54,749 53,213

比較

1,536

国
特

支出金
35,878

'又、

疋

地方債

の

1 項特定健康診査等事業費

0

、、

その他

6 款保健事業費 1項特定健康診査等事業費

"、

0

般財源

18,871 1

区分

報酬

Ⅱ

金額

16,088 会計年度任用職員報酬(保健師)

2,968

会計年度任用職員報酬(管理栄養
士) 5,869

会計年度任用職員報酬 2,653

会計年度任用職員報酬(特定健診

受診率向上対策指導員) 4,598

6,015 会計年度任用職員期末手当 469

会計年度任用職員期末手当(保健
師) 619

会計年度任用職員期末手当(管理
栄養士) 1,223

会計年度任用職員期末手当(特定
健診受診率向上対策指導員)

3 職員手当

等

説

(単位:千円)

明

フ.報償費

会計年度任用職員勤勉手当

会計年度任用職員勤勉手当
師)

会計年度任用職員勤勉手当

栄養士)

会計年度任用職員勤勉手当

健診受診率向上対策指導員)

958

394

(保健

520

(管理

1,027

(特定

旅費

需用費

805

300

1,344

208

189

462

フ74役務費

委託料

1,644 謝礼金

インセンティブ商品代

208 会計年度任用職員費用弁償

651 消耗品費

印刷製本費

フ74 通信運搬費

28,084 特定健康診査等委託料

訳

8
W

1
2

ー
ー



3.歳 出

目

6款

本年度

保健事業費

前年度 比較
年

国県支出金

の

疋

地方債

1項 特定健康診査等事業費
訳

般財源 区分
.、

その他

6 款保健事業費

計 54,749

1項 特定健康診査等事業費

53,213

Ⅱ

18 負担金、

補助及び

交付金

(単位:千円)

説 明

特定健診未受診者対策事業委託料
特定健康診査受診券作成委託料

1,285 特定健診・特定保健指導関係業務
負担金 1,285

金額

1,536 35,878 18,871



3.歳 出

目

保健衛生普

及費

6款

本年度

9,943

保健事業費

前年度

9,019

比較

2.疾病予防費

本

国県支出金
8,903924

3.医療通知費

'又.

疋

地方イ

の

576

2 項保健事業費

源

般財源
、

その他
0 1,040

1,649

0

576

6 款保健事業費 2 項保健事業費

576

斗

1,421

18

12,168

228

区分

報酬

職員手当

等

11,016

Ⅱ

3

(単位:千円)

説 明
金額

2,869 会計年度任用職員報酬(管理栄養
士) 2,869

1,101会計年度任用職員期末手当(管理
栄養士) 598

会計年度任用職員勤勉手当(管理
栄養士) 503

51会計年度任用職員費用弁償 51

1,219 消耗品費 駐9

賄材料費 700

83通信運搬費 79

手数料 4

325 検査委託料

電 機器使用料311 66

マルチマーカー年間利用料 245

3,984 備品購入費 3,984

あん摩、マッサー576 はり、きゅう、

ジ、補助金 576

49 印刷 U本費 49

1,600 通信運搬費 1,352

医療費通知書作成手数料 248

957

2,3081,152

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及

び賃借料

備品購入

費

負担金、

補助及び

交付金

需用費

役務費

Ⅱ

692

9,860

17

8
W

n
玲

W
Ⅱ



3.歳 出

目

準備基金積

y金

7款

本年度

基金積立金

前年度 比較
本

国県支出金
00

の

地方債

二文.

疋

1項 基金積立金
、、

般財源

0

、、

その他

7 款基金積立金 1項

0 24

区分

積立金

基金積立金

Π

金額

(単位

説 明

1保険給付準備基金積立金

千円)

計



3.歳 出

目

利子

8款

本年度

453

公債費

前年度

532

比較

△79

年

国県支出金
0 453

の

地方債

'又.

疋

1 項公債費
、

源
その他

0

8款

計

公債費

453

0

般財源

453

1項公債費

453

区分

償還金、

別子及び

割引料

22

Π

532

金額

△79

453

説

時借入金利子

(単位

明

千円)
訳



3.歳 出

目

一§舛保険

者保険税還

付金

償還金

9款

本年度

3,000

3

諸支出金

前年度

3,000

4 般被保険

者還付加算

金

退職被保険

者等保険税

還付金

退職被保険

者等還付加

算金

高額療養費

貸付金還付

加算金

0

0

比較

0

年

国県支出金
00

の

地方債

'又.

疋

1項償還金及び還付加算金
源

般財源
"、

区分
その他

3,000 22.償還金、0

利子及び

割引料
1 22.償還金、0

利子及び

割引料

35 22.償還金、0

利子及び

割引料

0

△3

9款

計

諸支出金

廃目

廃目

3,036

1 項償還金及び還付加算金

3,036

Π

3,039

(単位:千円)

説 明
金額

3,000過誤納国民健康保険税還付金

3,000

1国庫支出金償還金及び療養給付費
交付金償還金

35 般被保険者国民健康保険税還付
加算金 35

廃目



3.歳 出

目

前年度繰上

充用金

10 款

本年度

前年度繰上充用金

剛年度 比較
年
特

国県支出金
00

の

地方債

二又

1項前年度繰上充用金

源 訳

般財源
"、

その他
0

10 款前年度繰上充用金 1項前年度繰上充用金

・十

1 21

区分

補償、補

填及び賠

償金

Ⅱ

金額
説

1前年度繰上充用金

0

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

予備費

Ⅱ款

本年度

500

予備費

前年度

500

比較
年

国県支出金
00

の

地方債

'又

1項予備費

源
その他

0

Ⅱ款予備費 1項予備費

斗

0

般財源

500

500

区分

予備費30

U

500

金額

500 予備費

説

(単位

明

千円)

500

500

訳



一般職

(1)総括

職員数
(人)

区 ノ＼

本年

月Ⅱ丕手・

比

3 967

(19)

(19)

(0)
は再任用

報酬

t△

国民

給

※

与

給料職員手当

37,659

35 055

職員手当

の内訳

2 604

ブ"間

区分

.ーー、

康保

30 512

30 014

本年度

前年度

比較

費

498

1'及び沌間
マ

扶養手当住居手当

36,053

34 465

き十

細

特別

1,224

1 176

48

1 588
マ

の云言

104 224

共済費

12 253

99,534

4 690

ス任用1

時間外
勤務手当

11,459

794

12 276

672

1 008

△ 336

13,571

△ 1 295

貝外き

・十

特殊勤務
手当

計)

1,312

1 736

△ 424

116,500

113,105

3 395

通勤手当

289

289

0

管理職
手当

備

195

3 902

65

管理職員
特別勤務期末手当勤勉手当
手当

考

980

単位:千円

12

490

490

14,585

13,694

891

単位:千円

L '手児童手当

書

会

明
険

合

与
健

度
度

7
 
8

4
 
4

4
 
4
 
0

5
 
5 0

 
松



( 2 )

区分

給料及び職員手当の増減額の説明

増減額 増減事由別内訳

給与改正に伴う増減分

給 料

昇給に伴う増加分

498

その他の増減分

職員手当

29

制度改正に伴う増減分

0職員数の異動状況

(現に在職する職員)

本年度 8人

前年度 8人

4690採用退職の状況(会計転出入等含む)

会計転入者

会計転出者

1,588

説

平均定昇率 1.16%

その他の増減分

明

単位

備

(新規採用数)

0人

0人

扶養手当

住居手当

1,588 通勤手当
'管理職手当

期末手当

管理職員特別勤務手当

794

65

490

0

△ 424

48 勤勉手当

△ 336 退職手当負担金

48 児童手当

0特殊勤務手当

891時間外勤務手当
12

3人 R6年度中

3人

■

円
考



(3)給与及び職員手当の状況

ア職員一人当たりの給与

区 分

平均給料月

令和7年4月1日現在平均給与月

平均年齢

平均給料月

令和6年4月1日現在平均給与月

平均年齢

イ 初任給

区

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

一般行政職

316,900円

346,800円

38,、 8ケ月

3H,425円

343,825円

38歳Ⅱケ月

ノ＼

税務職

一般行政職(円)

188,000円

220,000円

教育職
薬剤師
医療技術職

現 業職

185,700円

福祉職

薬剤師医療技術職(栄養士・保健師)

福祉職(保育士・社会福祉士)

(円)

現業職

イ丁

国

政職(

188,000円

220,000円

の 制

1テ政 職 二

額
,
・

額
,
額

卒
卒

校
学

高
大

度
(



福

計

教

級

計

計

級
級
級
級
級
級
級

2
3
4
5
6
7

1

税

級

計

区 6

長

5

1

1

級

計

3
 
0
 
2

1

分

4

0
 
8
 
0

区

主

4

1

計

計

級
級
級
級
級
級
級

3

0
2

0
8

1

2
3
4
5
6
7

1

主

2

.

計

.

刀
哉政

ウ級別職員数

令和 7年4月1日

般行政職

職員数構成比
(人)(%)

12.5

12.5

37.5

0.0

25.0

12.5

0.0

100.0

0.0

12.5

50.0

0.0

25.0

12.5

0.0

100.0

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

令和6年4月1日

務

職員数
(人)

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

斗

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

職

構成比
(%)

イ丁

(級別の標準的な職務内容)
1 級

ゴ丈
月

職員数
(人)

職

構成比
(%)

主事

薬剤

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

技師

師医療技術職

職員数構成比
(人)(%)

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

主事

級

技師

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

祉

職員数
(人)

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

計

級

査等

職

構成比
(%)

級

査等

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

班

級 級 7 級

部長
政策調整監

課長



二1二、 昇給

職員数(A)(人)

昇給に係る職員数田)(人)

2 号糸合(

4号給(

号給数別内訳 6 号給(

8 号糸合(

8号給以上

率(B)/(A)比

職員 数(A)(人)

昇給に係る職員数(B)(人)

2 号糸合(

4 号糸合(

号給数別内訳 6 号給(

8 号糸合(

8号給以上

率(B)/(A)

区 ・十

代 表

一般行政職税務職

8

(人)

(%)

8

的

教

な

薬剤師
医療技術職

職

(人)

(%)

職

福祉職

種

現業職

-46 -

育
合

)
)
)
)

人
人
人
人

)
)
)
)

人
人
人
人

本
年
度

前
年
度



オ 期末手当

区

・勤勉手当

ノ＼

の

力定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支

6月

制

給期別

(月分)

2.3

2.25

2.3

支給率等

支給率

12月(月分)

2.3

2.25

2.3

国の制度
(支給率等)

24.586875 33

支給率計(月分)

24.586875 33

27075 47 709

27075 47

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

47

709

その他の加算措置等

定年前早期退職

特例措置

[ 2 %~ 20 %加算]

70 9

47

備

709

定年

特

[ 3 %

考

^

則早期退職

例措置

~ 45 %加算]

備 考

有
有
有

6
 
5
 
6

4
 
4
 
4

)月(者度艮高最
のノ

、
ノ

勤
月

年
(

肪
者

の
)火

勤
月

年
(

部
者

の
)

九
八

勤
月

年
(

加
者

度
度
度

年
年

ノ

本
前
国

区



キ特殊勤務手当

区

給料総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
(令和7年4月1日現在)

全職種

代表的な特殊勤務手当の名称

代

般行政職

ク その他の手当

区分

養手当

居手当

勤手当

表

税務職

0.72%

37.5%

国の制度の異同

的

教育職

税務手当

な

薬剤師
医療技術職

職

福祉

差

職

内

バス等の運賃等相当額(支給限度額 35,000円)

異

業職

-48 -

容

同
同
異

扶
住
通

種
現


